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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第５期 

第２四半期 
連結累計期間 

第６期 
第２四半期 
連結累計期間 

第５期 

会計期間 
自平成26年４月１日 
至平成26年９月30日 

自平成27年４月１日 
至平成27年９月30日 

自平成26年４月１日 
至平成27年３月31日 

売上高 （千円） 9,991,849 10,341,102 21,379,475 

経常利益 （千円） 169,624 151,122 315,575 

親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益 （千円） 83,227 108,563 120,053 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △19,438 115,811 584,725 

純資産額 （千円） 5,336,546 5,999,511 5,939,609 

総資産額 （千円） 25,244,829 23,467,354 23,954,650 

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 6.18 8.05 8.91 

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期） 

純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 20.8 25.3 24.4 

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 1,138,219 1,363,738 2,846,939 

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △48,998 △47,972 △217,721 

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △1,137,760 △831,653 △2,737,711 

現金及び現金同等物の 

四半期末（期末）残高 
（千円） 2,292,228 2,795,014 2,333,068 

 

回次
第5期

第２四半期
連結会計期間

第6期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成26年７月１日
至平成26年９月30日

自平成27年７月１日
至平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
（円） △5.59 5.07 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としており

ます。 
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２【事業の内容】

当社グループは、㈱エルモ社を中心とした光学機器の開発・製造・販売活動のほか、㈱タイテックを中心とした 

電子機器の開発・製造・販売活動を主な事業内容としております。

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお、主要な関係会社の異動は次のとおりであります。

（光学事業）

第１四半期連結会計期間において、連結子会社の㈱エルモ社を存続会社とし、連結子会社の㈱エルモソリューシ

ョン札幌、㈱エルモソリューション近畿、㈱エルモソリューション四国、㈱エルモソリューション九州を消滅会社

とする吸収合併を行っております。

（電子事業）

主要な関係会社の異動はありません。
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 [事業系統図] 

 上記で述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

 

（注）※１．連結子会社

※２．関連会社で持分法適用会社
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。 

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）

等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。 

 

(1) 業績の状況 

 当第２四半期連結累計期間の連結業績につきましては、ＩＴ化が一層進む「教育」市場、中国を中心に自動化ニ

ーズが高まる「ＦＡ」市場、高度化が求められる「医療」市場、セキュリティや自動車関連などのマーケットがさ

らに進化する「安全・生活」市場の４つの市場を重点として活動しております。

 それらの結果、当第２四半期連結累計期間における当社グループの業績は、売上高10,341百万円（前年同四半期

比3.5%増）、営業利益131百万円（前年同四半期比36.1％減）、経常利益151百万円（前年同四半期比10.9％減）、

親会社株主に帰属する四半期純利益は108百万円（前年同四半期比30.4％増）となりました。

 

セグメントごとの業績は、次のとおりであります。

 

①光学事業

光学事業では、大量生産型製造体制から規模の適正化をはかり、これまで培ってきた光学技術を活かして「多

品種・高品質・高付加価値」のビジネスへと転換を進めております。 

主要ビジネスである書画カメラ事業は、主力の米国市場において成熟化が進むも、欧州市場での需要は堅調に

あり、新興国を含めた新たなグローバル市場の開拓、販路の拡大をはかり、市場シェア確保に努めております。

 これらの結果、光学事業における当第２四半期連結累計期間の売上高は5,990百万円（前年同四半期比4.2％

減）、営業利益は90百万円（前年同四半期比22.5％増）となりました。

 新製品の販売では他社とのアライアンスを強化して、売上伸長、利益率の確保に注力、推進しております。

 

②電子事業 

 電子事業においては、主軸事業のＦＡ（工場自動化）関連機器の国内販売が、引き続き堅調な需要に支えら

れ、順調に推移しております。しかし、中国での販売は景気減速懸念から、受注の後ろ倒し等もあり弱含みが見

られました。また、携帯電話／スマートフォン用カメラモジュール検査装置や自社開発製品の販売が当初計画を

下回りました。一方で研究開発も積極的に行なった結果、電子事業における当第２四半期連結累計期間の売上高

は4,350百万円（前年同四半期比16.3％増）、営業損失は7百万円（前年同四半期は営業利益115百万円）となり

ました。
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(2) 財政状態に関する説明 

当四半期末の資産、負債、純資産の状況

（資産）

当第２四半期連結会計期間末における流動資産は15,702百万円となり、前連結会計年度末に比べ155百万円

減少いたしました。これは主に現金及び預金が461百万円、商品及び製品が295百万円増加し、一方で受取手形

及び売掛金が662百万円、原材料及び貯蔵品が317百万円減少したことによるものであります。固定資産は

7,765百万円となり、前連結会計年度末に比べ331百万円減少いたしました。これは主に有形固定資産が266百

万円、無形固定資産が104百万円減少したことによるものであります。

 この結果、総資産は23,467百万円となり、前連結会計年度末に比べ487百万円減少いたしました。

（負債） 

当第２四半期連結会計期間末における流動負債は15,189百万円となり、前連結会計年度末に比べ680百万円

減少いたしました。これは主に支払手形及び買掛金が297百万円増加し、一方で短期借入金が1,001百万円減少

したことによるものであります。固定負債は2,277百万円となり、前連結会計年度末に比べ133百万円増加いた

しました。これは主に長期借入金が273百万円増加し、一方で退職給付に係る負債が96百万円減少したことに

よるものであります。

この結果、負債合計は17,467百万円となり、前連結会計年度末に比べ547百万円減少いたしました。

（純資産） 

当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は5,999百万円となり、前連結会計年度末に比べ59百万円

増加いたしました。これは主に利益剰余金が1,923百万円、為替換算調整勘定が10百万円増加し、一方で資本

剰余金が1,839百万円、非支配株主持分が29百万円減少したことによるものであります。

この結果、自己資本比率は25.3％（前連結会計年度末は24.4％）となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ461百万円増加し2,795百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により得られた資金は1,363百万円（前年同四半期比19.8％増）となりました。

これは主に、減価償却費460百万円、売上債権の減少額615百万円、仕入債務の増加額304百万円等によるもの

であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により支出した資金は47百万円（前年同四半期比2.1％減）となりました。

これは主に、有形固定資産の取得による支出91百万円、有形固定資産の売却による収入74百万円、無形固定資

産の取得による支出29百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により支出した資金は831百万円（前年同四半期比26.9％減）となりました。

これは主に、短期借入金の純減少額713百万円、長期借入れによる収入700百万円、長期借入金の返済による支

出710百万円、ファイナンス・リース債務の返済による支出48百万円等によるものであります。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発費の総額は、417百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

 

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年11月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 21,063,240 21,063,240
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数
100株

計 21,063,240 21,063,240 ― ―

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総数

増減数（株） 

発行済株式総

数残高（株） 

資本金増減額

（千円） 

資本金残高

（千円） 

資本準備金増

減額（千円） 

資本準備金 

残高（千円） 

平成27年７月１日～ 

平成27年９月30日 
－ 21,063,240 － 2,500,000 － 1,000,000
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（６）【大株主の状況】

    平成27年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

㈲野村トラスト 名古屋市瑞穂区下山町２―19―１ 1,480 7.02 

㈲野村興産 名古屋市瑞穂区村上町４―８―１ 585 2.77 

テクノホライゾン・ホールディングス従業員持株会 名古屋市南区千竃通２―13―１ 424 2.01 

ＩＤＥＣ㈱ 大阪市淀川区西宮原２―６―64 404 1.92 

㈱ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１―６―１ 299 1.42 

榊 泰彦 神奈川県平塚市 295 1.40 

第一生命保険㈱ 東京都千代田区有楽町１―13―１ 290 1.37 

㈱大垣共立銀行 岐阜県大垣市郭町３―98 264 1.25 

榊 信之 名古屋市千種区 236 1.12 

榊 雅信 名古屋市昭和区 227 1.08 

計 ― 4,507 21.40 

（注）上記のほか、自己株式が7,585千株あります。

 

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       7,585,300 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式      13,432,800 134,328 ―

単元未満株式 普通株式          45,140 ― ―

発行済株式総数 21,063,240 ― ―

総株主の議決権 ― 134,328 ―

(注) 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,100株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数11個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

テクノホライゾン・

ホールディングス㈱

名古屋市南区

千竈通２－13－１
7,585,300 ― 7,585,300 36.01

計 ― 7,585,300 ― 7,585,300 36.01
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２【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は次のとおりであります。

役職の異動
 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

常務取締役 － 取締役 － 水上 康 平成27年７月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から

平成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,333,068 2,795,014 

受取手形及び売掛金 ※２ 5,771,803 ※２ 5,109,594 

商品及び製品 1,695,510 1,991,408 

仕掛品 2,017,161 2,000,141 

原材料及び貯蔵品 2,906,567 2,588,690 

その他 1,152,357 1,249,620 

貸倒引当金 △18,915 △32,319 

流動資産合計 15,857,553 15,702,151 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 2,402,641 2,323,744 

土地 3,517,336 3,448,622 

その他（純額） 1,106,078 986,913 

有形固定資産合計 7,026,055 6,759,279 

無形固定資産 431,890 327,062 

投資その他の資産    

その他 686,185 725,715 

貸倒引当金 △47,035 △46,855 

投資その他の資産合計 639,150 678,860 

固定資産合計 8,097,096 7,765,202 

資産合計 23,954,650 23,467,354 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 ※２ 2,628,421 ※２ 2,925,486 

短期借入金 12,091,328 11,089,492 

未払法人税等 35,489 84,152 

その他 1,115,245 1,090,822 

流動負債合計 15,870,485 15,189,953 

固定負債    

長期借入金 757,481 1,030,871 

退職給付に係る負債 1,183,864 1,087,286 

その他 203,209 159,731 

固定負債合計 2,144,555 2,277,888 

負債合計 18,015,040 17,467,842 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,500,000 2,500,000 

資本剰余金 5,324,399 3,484,445 

利益剰余金 △784,140 1,139,080 

自己株式 △1,917,084 △1,917,090 

株主資本合計 5,123,173 5,206,435 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 34,117 26,929 

為替換算調整勘定 749,977 760,037 

退職給付に係る調整累計額 △60,407 △56,906 

その他の包括利益累計額合計 723,687 730,059 

新株予約権 13,640 13,640 

非支配株主持分 79,108 49,376 

純資産合計 5,939,609 5,999,511 

負債純資産合計 23,954,650 23,467,354 

 

- 11 -



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

売上高 9,991,849 10,341,102 

売上原価 7,474,691 7,905,455 

売上総利益 2,517,157 2,435,647 

販売費及び一般管理費 ※１ 2,310,679 ※１ 2,303,740 

営業利益 206,478 131,906 

営業外収益    

受取利息 905 986 

受取配当金 1,898 1,965 

負ののれん償却額 39,823 － 

為替差益 － 75,897 

受取補償金 13,903 － 

その他 15,415 14,884 

営業外収益合計 71,946 93,734 

営業外費用    

支払利息 53,882 50,548 

為替差損 40,664 － 

持分法による投資損失 8,054 11,925 

その他 6,199 12,044 

営業外費用合計 108,801 74,518 

経常利益 169,624 151,122 

特別利益    

固定資産売却益 85,329 7,385 

その他 2,185 － 

特別利益合計 87,515 7,385 

特別損失    

固定資産売却損 － 27 

固定資産除却損 1,197 614 

事業整理損 20,381 － 

合併関連費用 － 2,116 

特別損失合計 21,578 2,759 

税金等調整前四半期純利益 235,560 155,748 

法人税等 72,282 46,352 

過年度法人税等 ※２ 75,519 － 

法人税等合計 147,802 46,352 

四半期純利益 87,758 109,395 

非支配株主に帰属する四半期純利益 4,530 831 

親会社株主に帰属する四半期純利益 83,227 108,563 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

四半期純利益 87,758 109,395 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 7,420 △7,145 

繰延ヘッジ損益 11,477 － 

為替換算調整勘定 △126,919 8,633 

退職給付に係る調整額 6,285 3,501 

持分法適用会社に対する持分相当額 △5,460 1,426 

その他の包括利益合計 △107,196 6,415 

四半期包括利益 △19,438 115,811 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △23,994 114,936 

非支配株主に係る四半期包括利益 4,556 874 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 235,560 155,748 

減価償却費 425,692 460,730 

負ののれん償却額 △39,823 － 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △71,743 △92,943 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △30,419 12,970 

受取利息及び受取配当金 △2,803 △2,952 

支払利息 53,882 50,548 

有形固定資産除却損 1,197 614 

持分法による投資損益（△は益） 8,054 11,925 

有形固定資産売却損益（△は益） △85,329 △7,357 

売上債権の増減額（△は増加） 600,884 615,538 

たな卸資産の増減額（△は増加） 391,324 49,832 

仕入債務の増減額（△は減少） △118,905 304,083 

その他 △170,241 △160,324 

小計 1,197,328 1,398,414 

利息及び配当金の受取額 2,850 2,828 

利息の支払額 △54,762 △47,287 

法人税等の支払額 △82,101 △46,342 

法人税等の還付額 74,903 56,126 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,138,219 1,363,738 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △175,100 △91,784 

有形固定資産の売却による収入 172,831 74,453 

無形固定資産の取得による支出 △51,970 △29,488 

投資有価証券の取得による支出 △1,223 △1,192 

投資有価証券の売却による収入 4,141 － 

出資金の売却による収入 3,397 － 

その他 △1,073 39 

投資活動によるキャッシュ・フロー △48,998 △47,972 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △473,113 △713,021 

長期借入れによる収入 － 700,000 

長期借入金の返済による支出 △614,546 △710,112 

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △50,075 △48,057 

配当金の支払額 － △26,955 

非支配株主への配当金の支払額 － △260 

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出 
－ △33,240 

その他 △25 △5 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,137,760 △831,653 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △36,578 △22,166 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △85,118 461,946 

現金及び現金同等物の期首残高 2,377,346 2,333,068 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,292,228 ※ 2,795,014 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

 第１四半期連結会計期間より、当社の連結子会社であった㈱エルモソリューション札幌、㈱エルモソリューシ

ョン近畿、㈱エルモソリューション四国及び㈱エルモソリューション九州は同じく連結子会社である㈱エルモ社

と合併したため、連結の範囲から除外しております。

 

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

 当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子

会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分

に記載し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取

得又は売却に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分

に記載しております。

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用しております。

 なお、これによる損益への影響は軽微であります。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の算定方法）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益（又は純損失）に対す

る税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益（又は純損失）に当該見積実効税率を乗じ

て計算しております。

ただし、見積実効税率を使用できない会社については、法定実効税率を使用しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１ 受取手形割引高

 
前連結会計年度 

（平成27年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成27年９月30日） 

受取手形割引高 32,983千円 72,882千円 

 

 

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の前連結会計年度末日満期手形が前連結会計年度末日残高

に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

受取手形 57,064千円 －

受取手形割引高 646千円 －

支払手形 63,772千円 －

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間 
（自  平成26年４月１日 

  至  平成26年９月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  平成27年４月１日 

  至  平成27年９月30日） 

給料 826,010千円 793,418千円 

退職給付費用 34,056千円 34,498千円 

試験研究費 224,712千円 210,809千円 

 

※２ 過年度法人税等は、当社の連結子会社である㈱ＳＵＷＡオプトロニクスとその子会社である蘇州智能泰克有限公

司との取引に関して、中国税務当局より移転価格税制について、追加納付税額が決定したため計上したものであ

ります。 

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のと

おりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成26年４月１日
至  平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年９月30日）

現金及び預金勘定 2,292,228千円 2,795,014千円

現金及び現金同等物 2,292,228千円 2,795,014千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日） 

配当金支払額 

 該当事項はありません。 

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日） 

１．配当金支払額 

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日 
定時株主総会

普通株式 26,955 2.0 平成27年３月31日 平成27年６月29日 資本剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動 

 当社は、平成27年６月26日開催の第５回定時株主総会決議に基づき、その他資本剰余金を1,814,657千円

減少し、繰越利益剰余金に振り替え、欠損の填補を行っております。

 この結果、当第２四半期連結累計期間において資本剰余金が1,814,657千円減少し、利益剰余金が

1,814,657千円増加しております。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結損益

計算書計上額

（注）２   光学事業 電子事業 計 

売上高          

外部顧客への売上高 6,251,865 3,739,984 9,991,849 － 9,991,849 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

77,278 60,038 137,317 △137,317 － 

計 6,329,143 3,800,023 10,129,166 △137,317 9,991,849 

セグメント利益 73,777 115,568 189,345 17,133 206,478 

（注）1．セグメント利益の調整額17,133千円は、セグメント間取引消去144,013千円及び各報告セグメントに配

分していない全社費用126,880千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。

2. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結損益

計算書計上額

（注）２   光学事業 電子事業 計 

売上高          

外部顧客への売上高 5,990,753 4,350,348 10,341,102 － 10,341,102 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

342,133 83,430 425,564 △425,564 － 

計 6,332,887 4,433,779 10,766,666 △425,564 10,341,102 

セグメント利益又は損失（△） 90,406 △7,276 83,130 48,776 131,906 

（注）1．セグメント利益又は損失の調整額48,776千円は、セグメント間取引消去186,599千円及び各報告セグメ

ントに配分していない全社費用137,822千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに

帰属しない一般管理費であります。

2. セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

 

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
 

前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額  6円18銭 8円05銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額 （千円） 83,227 108,563

普通株主に帰属しない金額 （千円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四

半期純利益金額
（千円） 83,227 108,563

普通株式の期中平均株式数 （千株） 13,478 13,477

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― ―

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整

額
（千円） ― ―

普通株式増加数 （千株） ― ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの

概要

― ―

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年11月13日

テクノホライゾン・ホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

 

有 限 責 任  あ ず さ 監 査 法 人 

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 岩 田 国 良 

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 楠 元   宏 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているテクノホライゾ

ン・ホールディングス株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（平成27年７月１日から平成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、テクノホライゾン・ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成

27年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


